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饗 鵠
った°保護者が子どもの不登校の兆候を感じてから平均約２年８か月，保護者が子どもを
不登校であるとはっきり認識してから約１年l lか月，子どもがカウンセリング等に通い始
めて約１年５か月，適応指導教室に通い始めて約１年，保健室または別室に通い始めてか
ら約lO .5か月経過した時期に，自然体験活動に参加していることが分かった。不登校の回
復期の選択肢の一つとして自然体験事業が利用されており，次のステップへ移行するきっ
かけとしての役割を果たしていると考えられる。

ｌ問題と目的
不登校児童生徒（以下 ,不登校児とする）は ,年々増加の一途をたどり，平成 lO年度で

は，小・中学生を合わせてついに12万人を突破した。また，神経症タイプの不登校が相対
的に減少し，表面的に「明るい」不登校児が増加していると言われる。このような状況
の中で，適応指導教室や自然体験事業など，不登校児の回復過程における活動の選択肢が
増えている。従来,不登校児やその家庭に対する支援として，学校における担任や養護教
諭及び教育相談係教員の対応の他,教育相談機関や医療機関において,カウンセリングや
心理治療を中心とする対応が取られてきた。一方,近年，青少年の様々な体験不足が指摘
される中，青少年教育施設等では,宿泊あるいは日帰りの自然体験活動を不登校児対象に
実施し，また,適応指導教室では,学習指導や面接指導の他,体験活動を多く取り入れた教
育活動を展開し，かなりの成果をあげている。これらの試みは,従来主流であった「治療
的｣機関での対応のみならず,より健康なレベルでの支援の場を提供しているという点で
意義がある。すなわち，不登校の回復過程における選択肢が広がってきていると考えてよ
かろう。不登校児に対するキャンプ療法に関しては，飯田・松原・小田・沢崎( ' )により，
登校状況，性格．人格，不安，自己概念の変容等の検討が行われ，その後も，飯田ら(2)(3)
（例えば，飯田・小畠・有坂,1991 ;飯田・中野・関根・布目,1993 )によって社会性
や親子関係との関連等について研究が続けられてきた。一方，青少年の問題行動に関す
る研究会(4 )は，不登校児を対象とする自然体験事業に関する調査を実施し，事業担当者
からみた事業の効果や事業実施上の留意点，効果があったと思われる活動や指導法につ
いて明らかにしている。

- 3 7 -



従来から，不登校問題の解決は,必ずしも学校復帰のみを目的とするものではなく，不
登校児が自己を見つめ直し，自らの生き方を模索する中で個別の解決を図るものとして
捉えられてきた。このような意味から，青少年教育施設や適応指導教室における体験活動
を中心とする教育活動は，自己を見つめ直す機会の提供の場として，今後，重要性を増す
と考えられる。しかし，これら諸活動の果たす役割に関する検討は十分とは言えない。
本研究は,上記の視点から，教育委員会や青少年教育施設等が主催している不登校児対

象の自然体験事業の果たしている役割を検討するものである。結果の一部は，谷井(5)に
より，他人の視線からの解放，感情抑制からの解放，友だちへの電話，友だちとの外出
等で効果が見られたことが報告されている。これらの効果は直接には活動に対する満足
からくるものと考えられるが，自然体験事業に参加できたことそれ自体にも意義がある
と考えられる。その意味で，不登校が始まってから事業への参加に至るまでの経過を検
討することは重要であると考えられる。

l l 方 法
１．予備調査
平成９年度，都道府県教育委員会（４７機関），市区町村教育委員会（3,235機関）の各

青少年教育担当部局及び青少年教育施設４２８機関に対し不登校児対象の自然体験事業の
実施の有無とその内容等についての調査を行った。その結果,教育委員会が主催または共
催する事業の多くは適応指導教室や児童相談所と連携して事業運営されている場合が多
く，適応指導教室や児童相談所から調査の回答が直接されたものもあった。平成９年度
の調査に回答のあった２７６機関に対し，平成10年６月，平成lO年度の当該事業の実施
予定を調査したところ,133機関から実施予定ありとの回答を得た。
２．本調査
予備調査で当該事業の実施予定があると回答した133機関に対し，平成10年７月，調

査A (不登校児対象事業の事業担当者に対する調査）の回答と ,調査B (不登校児童生徒の
保護者に対する調査)への協力を依頼した。ただし，事業当日，保護者が参加しているとは
限らないため，不参加の場合は何らかの方法で,保護者に調査票が届くように担当者に依
頼した。その結果 , l l 7機関からの回答と協力があった。
(1)調査A(不登校児対象の事業担当者に対する調査）
事業の形態，実施期間，参加者やスタッフの人数,活動プログラムの内容，プログラム作
成上の工夫等について等
(2)調査B(不登校児童生徒の保護者に対する調査）
当該事業の実施に合わせて,参加した不登校児童生徒の保護者を対象に，あらかじめ，
IDコード番号を振った調査票を用いて，無記名郵送法にて ,調査を実施｡
〈ｱ >事前調査家族構成 ,年令 ,性別，自然体験活動の参加経験 ,現在の状況，学校・相談
機関・適応指導教室等への通学通室状況，これまでの経過等４９項目。
〈 ｲ >事後１か月調査「相談機関に定期的に通っている」など事前調査と同内容で絶
対変容を測定する12項目 (4件法 )。「以前より会話が増えた」など相対変容を測定す
る４項目（５件法）。本論文ではこのうち事前調査を中心に検討する。
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l l i 結 果
１．事業の実施形態（日帰り・宿泊）
l l7の事業(1機関１事業なので以下では「事業」を用いる）全体では，日帰りの事業｡ ‘ 6 ｡ Ｉ .

が16事業(1327%)で少なく，残りのlOl事業は宿泊を伴う事業であった。これは，予備
調査で，日帰り;と宿泊の事業を別個に複数回実施すると回答のあった施設には,本調査の
段階で宿泊事業を対象に調査依頼を行ったという経過をある程度反映している。
宿泊型の101事業について,宿泊日数の内訳は多い順に,2泊３日が37事業(36.6%),
１泊２日が３５事業(34.7％），３泊４日が14事業(13.9%),4泊５日が８事業(7.9%),
５泊６日以上が７事業（6.9％）であった。
２．参加児童生徒の男女別・学年別内訳
回答のあったll7事業の参加者l,319人のうち,事前調査に回答された保護者は,607
人,事後１か月調査に回答されたのは３４４人であった。ここでは６０７人全体について，参
加児童生徒の男女別・学年別の人数の内訳を示す（表１）。
表１参加児童生徒の男女別学年別人数内訳

３．不登校が始まってから事業参加までの各種期間
(1)不登校が始まってからの期間
保護者が子どもの不登校の兆候を感じてから事業参加までの期間の平均は３２．３４か月
(約２年８か月），保護者が子どもを不登校であるとはっきり認識してから事業参加まで
の期間の平均は２２．７３か月（約１年l lか月）である。また，「親がカウンセリングに通
い始めて」（全６０７人の４０．４％）から平均19.86か月（約１年８か月),「子どもがカ
ウンセリング等に通い始めて」（同３２．９％）から平均16.71か月（約１年５か月),「適
応指導教室に通い始めて」（同６７．８％）から平均12 .21か月（約１年) ,「保健室また
は別室に通い始めて」（同３０．３％）から平均lO.52か月経過した時期に，不登校児は自
然体験活動に参加している。また，自然体験事業にはじめて参加した不登校児に限れば，
保護者が子どもの不登校の兆候を感じてから事業参加までの期間の平均は25 . 2 2か月
(約２年１か月），保護者が子どもを不登校であるとはっきり認識してから現在までの期
間の平均は16 . 35か月（約１年４か月）であった。兆候を感じてから現在までの期間が
半年以内の参加者は３４人と少なく，自然体験事業の参加は不登校の初期には少なく，概
ね回復期に参加の機会を得ていると考えられる。
(2 )不登校の兆候を感じた学年と現在までの期間
保護者が不登校の兆候を感じた時期についてさらに詳しく検討するために，現在の学

年別に，保護者が子どもの不登校の兆候を感じた学年をクロス集計した。ただし，就学以
前については,正確に（就学の何年前からの兆候か）データを取らなかったので，小１か
ら小２にかけてのデータについてはやや正確さを欠く（表２）。
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小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ に.１ 中２ に.３ 高１ 高２ 高３ 小計 無回答 合計
男 子 １

①､3）
５

(1.6)
１０
(3.3）

2０
(6.6）

3４
(１１.１)

2８
(9.2）

2８
(9.2）

7５
(24.6）

1０２
(33.4）

‘１
(0.3）

１
(0.3）

０
①.O）

305
(100.0）

３ 308

女子 ２
⑩.7）

６
(2.の

８
(2.7）

1９
(6.4）

2３
(7.8）

３１
(10.5）

3３
(11.1）

8６
(29.1）

8５
(28.7）

２
の､7）

０
①.O）

１
⑩.3）

296
(100.0)

３ 299

合 計 ３
(0.5）

１１
(1.8）

1８
(3.0)

3９
(6.5）

5７
(9.5）

5９
(9.8）

61
､1）

1６１
(26.8）

187
(31.1）

３
⑩､5）

１
(0.2）

１
(0.2）

601
(100.0）

６ 607



表２現在の

（注1)縦軸は現在の学年･横軸は不登校の兆候を親が感じた学年である。
（注2)現在及び兆候を感じた学年の何れかが不完全な回答が全607人中52人あった。
（注3)月数の平均値を計算する際人数が減っているのは，「何月から｣が無記入であったためである。
全学年を通してみると，多い順に，「中１から兆候があった」が120人 ( 21 . 6% ) ,次に
「小１から兆候があった」が９０人 ( 1 6 . 2 % )で，「小４から」が69人 ( 1 2 . 4 % ) , 「小
５から」が６４人 ( l l . 5 % )である。自然体験活動に参加した不登校児童生徒であるとい
う限定されたデータであることを考慮する必要があるが ,概ね ,不登校の兆候が出始める
のは ,小学１年生と中学１年生に大きなピークがあり，小学４．５年生に小さなピークが
あると考えてよかろう。
小１から始まった不登校では ,現在小５の児童と現在中３の生徒が l 6人で最も多い。

小１から兆候がある児童生徒は ,単に数が多いだけでなく，不登校が長期に渡る事例も多
いと考えられる。
「兆候を感じた学年と現在の学年」の組合せでは ,多い順に，「中１から始まり現在中

３」が６３人，「中１から始まり現在中２」が４６人，「中２から始まり現在中３」が31人，
「小６から始まり現在中２」が２４人，「小５から始まり現在中２」が２３人などが多い。
以上はすべて ,現在が中学生の組み合わせであるが ,現在が小学生で多い組み合わせは，
「小４から始まり現在小５」が18人，「小１から始まり現在小５」が16人，「小５から
始まり現在小６」が l 5人，「小１から始まり現在小４」が l 4人などが多い。
親が子どもの不登校の兆候を感じてから現在までの期間については ,学年が上がる程，

多くなっているのは当然であるが，全体を通した平均が３２．３か月（約２年８か月）とな
っている。
４．現在までの経過の類型
(1 )参加者のこれまでの経過の類型
現在までの経過を，大まかにつかむために，不登校の初期で不登校の兆しがでてきた時

期，中期で，閉じこもりの時期，あるいは,閉じこもりはなくて，登校できたりできなかっ
たりを繰り返す時期，回復期で，適応指導教室や相談機関や保健室登校の段階，長い経過
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就学前 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３ 高１ 高２ 高３ 合計 人数 魂在までの
期間の月数 (撮軍偏差）

小１ １ ２ ３ ２ 4.0 (1.4）
小２ ２ ７ １ 1０ ９ 1３．３ (6.1)
小３ ３ ９ ３ ２ 1７ １５ １９．４ (9.9）
小４ １ 1４ １０ ７ １ 3３ 3１ 26.5 (13.1）
小５ ２ 1６ ６ ４ １８ ３ 4９ 4８ 28.4 (18.9）
小６ ２ ９ ６ 1０ 1０ １５ ４ 5６ 5１ 29.7 (19.9）
中１ ０ 1０ ６ ６ 1２ ８ ８ ６ 5６ 5０ 35.0 (23.3）
中２ ０ ７ １４ １５ １３ 2３ 2４ 4６ ６ 148 134 32.3 (24.0）
中３ １ 1６ ５ 1０ 1２ 1５ 1９ 6３ 3１ ０ 1７２ 155 37.3 (26.4）
高１ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ２ １ ０ ０ ・４ ３ 4７．０ (19.9）
高２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ １ 32.0 (0.0）
高３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ １ 34.0 (0.0）
無回答 ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ５
合計
(％）

1２
(2.2）

9０
(16.2）

5１
(9.2）

5４
(9.7）

6９
(12.4）

6４
(11.5）

5５
(9.9）

120
(21.6)

3９
(7.0）

１
(0.2)

０
(0.0）

０
(0.0)

０
(0.0）

555
(100)

500 32.3 (23.2）



を経て授業に出られるようになった時期等を想定して，７項目に類型化した。しかし，こ
の類型にあてはまらずその他に記載された内容も多かった（表３）。

表３学齢別現在までの経過の類型
(上段:人数下段:％）

(注)表中では,以下の項目を省略して記してある。
(1)不登校のきざしがみえたばかり(半年程度まで)で､時々、学校を休む。
(2)登校できなかったり､登校できたりする状態を繰り返している。
(3)自分の部屋(または家)に閉じこもったきりの状態が多い。
(4)閉じこもりの時期を経て､家では少し元気になっている。
(5)閉じこもりの時期を経て､ある程度学校(保健室等を含む)へ行けるようになった。
(6)閉じこもりの時期を経て､適応指導教室や相談機関等には行けるようになった。
(7)断続的に不登校状態を繰り返していたが､今では適応指導教室等に通室している。

経過の類型は，多い順に，「(7)断続的に不登校状態を繰り返していたが，今では適応指
導教室に通室している」が182人 ( 3 0 . 2% ) , ｢ ( 6 )閉じこもりの時期を経て ,適応指導教
室や相談機関には行けるようになった」が149人 ( 2 4 . 7% )で ,何らかの経過を経て適応
指導教室に通う段階になった不登校児の参加が多い。続いて，「(5 )閉じこもりの時期を
経て，ある程度学校へ行けるようになった」が７７人(12 . 8% ) , ｢ ( 2 )登校できたり登校
できなかったりする状態を繰り返している」が４３人 ( 7 . l % ) , ｢ ( 1 ) 不登校のきざしが
みえたばかり（半年程度まで）で,時々，学校を休む」が２７人（4.5％），「(3)自分の部
屋（または家）に閉じこもったきりの状態が多い」が７人 ( l . 2 % )である。初期の経過
(1 )を除いて考えると，不登校には「閉じこもり」の時期を経る場合と経ない場合に大別
される。経過(3)，(4)，(5)，（6)は閉じこもりを経る場合で，これらを「閉じこもり」型と
まとめ，経過（２）（7)は断続的に登校と不登校を繰り返しているタイプで「断続」型とま
とめて考えることにすると，閉じこもり型が２５７人（42.3％）で，断続型が２２５人(37.1%)
である。ただし，この２つに属さない事例も多く，その他に記載された中で，比較的目
につくのは，「閉じこもりはないが登校行動も起こさない」タイプである。このタイプ
は冒頭で述べた「明るい」不登校とある程度重なり，表面上登校にまつわる葛藤の少な
いタイプと考えられる。また，これら単純な類型には分類できない複雑で長期の経過を
経た末参加に至った事例もある。
(2)学齢別の経過の類型
学齢別では,小学低学年の総数が３２人，小学高学年の総数が152人，中学生が414人で

あり，構成員の数にかなりの違いがあるため少し比較がしにくいが,それぞれの学齢段階
の総数を分母にした割合（％）をもとに検討してみる（上記，表３）。
経過(1)の「兆しがみえたばかりで時々休む」については不登校の初期と考えられるが，
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(1)
きざし

(2)
繰り返し

（３）
閉じこ
もり

(4)
家で
元気

（５）
閉から
学校

(6)
閉から
適・相談

(７）
断続から
適応

(8)
その他 小計 無回

答 合計

小 学
低学年

３
(9.4）

４
(12.5)

０
(0.0）

０
(0.0)

８
(25.0）

４
(12.5）

５
(15.6)

８
(25.0）

3２
(100）

０ 3２

小学
高学年

１７
(11.2）

1６
(10.5)

０
(0.0)

８
(5.3）

2５
(16.4）

2７
(17.8）

2５
(16.4)

3４
(22.4）

1５２
(100)

３ 1５５

中学生
以上

７
(1.7）

2２
(5.3）

７
(1.7）

1６
(3.9）

4２
(10.1）

1１６
(28.0）

1５２
(36.7）

5２
(12.6)

414
(100)

１ 415

回答 ０ １ ０ ０ ２ ２ ０ ０ ５ ０ ５
計 2７

(4.5）
4３
(7.1)

７
(1.2）

2４
（4.0）

7７
(12.8)

１４９
(24.7）

1８２
(30.2）

9４
(9.1)

603
(100）

４ 607



小学低学年では３人（9 . 4％），小学高学年では l 7人 ( l l ． 2% ) ,中学生では７人 ( l . 7% )
と中学生では少ない。「兆し」の捉え方や感じ方にもよるが，中学生の場合,保護者が不
登校の兆しを感じたころにはすでに継続した不登校状態になっている場合が多いと考え
られる。経過（2）は断続型で,不登校状態を繰り返している状況であるが，中学生では経過
( 1 )よりは比率があがるものの相対的に少なく22人 ( 5 . 3 % )で，小学高学年では16人
( 1 0 . 5 % ) , 小学低学年では４人 ( 1 2 . 5 % ) である。
一方，閉じこもりの時期にあると考えられる，経過（３）と経過(4)を同時に検討すると，
「(3 )閉じこもったきりの状態が多い」は，小学生にはおらず,中学生では７人(177% )
である。また，「(4 )閉じこもりの時期を経て，家では少し元気になっている」は,小学低
学年にはおらず ,小学高学年では８人（5 . 3％），中学生では16人 (3 . 9% )である。同じ
閉じこもり段階であっても，家では回復の兆しが見られる経過(4 )の段階で，体験事業の
情報がうまく伝わり，自然体験活動に参加できればかなりの効果が期待できると思われ
る。
経過（５）と（6）は閉じこもりの時期を経たのち何らかの通学通室行動をとるようになっ

た段階と考えられる。「(5 )学校（保健室を含む）へ行けるようになった」は，小学低学
年が８人 ( 2 5 . 0 % ) , 小 学高学年が 2 5人 ( 1 6 . 4 % ) , 中 学生が 4 2 人 ( 1 0 . 1 % ) で小学低
学年の割合が多いのに対し，「(6)適応指導教室や相談機関等に行けるようになった」は，
小学低学年が４人 ( 1 2 . 5 % ) , 小 学高学年が 2 7人 ( 1 7 . 8 % ) , 中 学生が l l 6 人 ( 2 8 . 0 % )
で中学生の割合が高い。
経過（7）は，断続型が適応指導教室等に通室しだした段階である。小学低学年が５人
( 1 5 . 6% ) , 小学高学年が25人 ( 1 6 . 4% )であるのに対し，中学生は15 2人 ( 3 6 . 7% )で
小学生の２倍以上の割合である。同じ「断続型」の経過（２）と経過（７）を比べると小学生
では,経過（２）と経過(7)の人数は，(7)がやや多い程度であるが，中学生は,経過(7)が(2)
の約７倍である。
このように，断続型・閉じこもり型ともに中学生では ,適応指導教室に在籍する割合が

高い。これは，中学生向きに運営されている適応指導教室が多いことを意味するのかも知
れないし，小学校の場合は，不登校であっても，学校との関係がまだ密接であり，学級担任
や養護教諭等との関係で，不登校の間も学校とつながっており，適応指導教室を必要とす
る場合が中学生に比べ少ないことを意味しているのかもしれない。どちらにしても，適
応指導教室は小学生より中学生の回復過程により大きく位置付いているようである。
５．事業を知った方法
(1)通学通室等状況の分類
事前調査の調査項目のうち，「学校の授業にもある程度出ることができる」「適応指導

教室には比較的よく通っている」「ほとんど外出できない」など４件法の項目に対する
回答を用いて，事前調査時の参加不登校児の通学通室等状況を，「１．学校の授業にでる
ことができる（状況１）」から「７．通う機関がなく，友だちとも外出できない（状況
７）」までの７段階の状況に分類した。以下では，この７段階の状況別に検討を加える。
(2)広報活動の問題
広報活動の問題を詳しく検討するため，状況別に事業を知った方法をまとめた。まず，
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全体の合計でみると，「(5 )適応指導教室や相談機関や医療機関の先生の紹介」が３９９人
（65.7％）で最も多く，次に，「(4)学校からの案内」:が160人(26 .4%)でこの両者の合
計で，９０％を越える（表４）。

表４状況別にみた行事を知った方法(複数回答）
（上段:人数下段:％）

もう少し，詳しく見ていくと，「(4 )学校からの案内」による参加者は，状況１で多いの
は当然として,状況５～７でも，４０％前後かそれ以上の率を示している。このことは，学校
への通学が途絶えている児童生徒たちに対し，担任教師や教育相談係の教職員等が，自然
体験活動への参加を奨励することをきっかけとして，何らかの好ましい変容を期待して
いることの表れであると思われる。また，「(6 )友人からの口コミ」については，状況６で
４人（9 . 8％），状況７で４人 ( 1 2 . l % )と比較的高い。これは保護者に対する調査なの
で，この友人は保護者の友人を意味している。子どもが閉じこもりあるいはそれに近い
状況のとき，親が親同志のネットワークを持っているかどうかは重要な問題であり，親
同志のつながりを有している場合はこのような事業への参加の情報も得やすいと考えら
れる。
６．参加を決心するまでの経緯
参加を決心するまでの経緯について４つの選択肢で問うたところ，全体では , ｢ ( 1 )子

どもから行ってみたいと話があった」が３２７人（５６．４％），「(2)親がすすめると比較的
簡単に参加した」場合が18 0人 ( 3 1 . 0 % ) , ｢ ( 3 ) 迷っていたが ,親がつよくすすめると参
加したいといった」が４６人（7.9％），「(4 )あまり参加したがらなかったが,最後は半ば
強制的に参加させた」が２７人（４．７％）であった（表省略）。何らかの通学通室行動の
ある状況１～４とそうではない状況５～７の間では回答に差があり , ｢ ( 1 )子どもから行
ってみたいと話があった」では，状況１～４ではおよそ６０％であるのに対し，状況５～７
では，およそ４０％であり,20ポイント程の差がみられる。ただし,5～７の中では，状況６
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事業を知った
(1)
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ

オ
・
新
聞

青
年
の
家
．

②
自
然
の
家
の

フ
レ
ッ
ト
等

少
年

リ

ー

(3)
県
・
市
町
村
等
の

広
報
紙

④
学
校
か
ら
の
案
内

方法

適
応
指
導
教
室
や

⑤
相
談
機
関
・
医
療

機
関
の
紹
介

(6)
友
人
か
ら
の
ロ
コ

ヘ、へ
①
そ
の
他

合
計

実
人
数

1.学校の授業に出ることが
できる

３
(2.3）

４
(3.1）

６
(4.6）

5９
(45.の

5３
(40.5）

５
(3.8）

７
(5.3）

１３７
(104.6）

1３１
(100.0)

2.保健室または別室登校が
できる

０
(0.0）

０
の､0）

１
(0.8）

3８
(30.2）

8４
(66.7）

１
(0.8）

５
(4.0）

129
(102.4)

１２６
(100.0）

3.適応指導教室にも
相談機関にも通っている

０
(0.0）

０
(0.0）

０
(0.0）

８
(9.0）

８１
(91.0）

０
(0.0）

１
(1.1）

9０
(101.1）

8９
(100.0）

4.適応指導教室には
通っている

０
①､0）

２
(1.2）

３
(1.8）

1５
(8.9）

1５２
(89.9）

１
の､6）

１
(0.6）

174
(103.の

1６９
(１００.０)

5.相談機関には通っている １
(5.6）

０
(0.0）

２
(11.1）

８
(44.4）

８
(44.4）

０
(0.0）

０
(0.0)

1９
(105.6）

１８
(100.0）

6.通う機関はないが，
友達とは外出できる

２
(4.9）

０
(0.0）

４
(9.8）

１６
(39.0）

1０
(24.4）

４
(9.8）

５
(12.2)

4１
(100.0）

4Ｊ
(100.0）

7.通う機関がなく，
友達と外出もできない

１
(3.0）

０
(0.0）

３
(9.1)

１６
(48.5）

1１
(33.3）

４
(12.1）

１
(3.0)

3６
(109.1）

3３
(100.0）

合計 ７
(1.2）

６
(1.0）

1９
(3.1）

160
(26.4）

399
(65.7）

1５
(2.5）

2０
(3.3）

626
(103.1)

607
(100.0）



は,４５．０％と他の２つの状況と比較すると自分から意欲をもって参加する割合が高いと
言える。また，状況５～７では,その分,誰かにある程度強くすすめられた末の参加者が多
い。詳しいデータは紙面の都合上示せないが，４つの経緯別に効果の相違を検討したと
ころ，事前・事後の変容を問う項目の向上度の合計点では，「(3)親が強くすすめた」場合
に有意に高い効果がみられた。「登校したいができない」の類似の状況にある「参加し
たいができない」という状況の児童生徒に対して,親の自信に満ちた後押しが功を奏した
と考えられる。これは，どんな状況でも活動への参加が効果があることを意味はしない。
これまでの経過を勘案した末の親の適切な判断があって，幾多の逵巡を経て参加できた
場合に，参加できたことそのものに対する満足感があり，その結果，他の経緯に比べて大
きな効果が得られたのではないかと考えられる。

I V まとめ
不登校児対象の自然体験事業に参加した児童生徒は，保護者が子どもの不登校の兆候

を感じてから平均約２年８か月，保護者が子どもを不登校であるとはっきり認識してか
ら約１年１１か月，子どもがカウンセリング等に通い始めて約１年５か月，適応指導教室
に通い始めて約１年，保健室または別室に通い始めてから約１０.５２か月経過した時期に，
自然体験活動に参加している。不登校が始まって比較的初期の参加者は約５％で，不登
校の回復期に参加しているものが多い。一般に，このような不登校の回復期に適切なタ
イミングで不登校児に参加の誘いがあり，周囲に支えられながら体験活動に参加できた
場合に，そのことが不登校児の自信となり成果につながると考えられる。自然体験事業
のプログラムの改善が積み重ねられ，より効果的な事業が行われることを期待するとと
もに，不登校の回復期に自然体験事業以外にもさまざまな選択肢が用意されることを望
むものである。
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